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今まで住民課題は、自治体が全面的に解決を試みるが税収や人材不足など課題が山積
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コンパクトスマートシティとは？

誰でも手軽に始められるスマートシティ

スマートシティを始めるには？

何から始めればよい？

IT人材がいないから企業から提案受けても分からない

わからないから予算も取れない

ガイドライン
読んでも・・・

範囲が大きすぎて各課
と調整が・・・

データ？
サービス？

説明ができないので
予算化が・・・



コンパクトスマートシティとは？

最低限必要なツールを無償で提供

企業のノウハウを有効活用

自治体の悩みを
できるかぎり軽減



一般社団法人コンパクトスマートシティプラットフォーム協議会（略称：CSPFC）

主目的

手段

自治体
課題

スマートシティサービスをパッケー
ジ化し自治体での導入を容易にす
る取組み

CSPFによる基本パッケージ
の無償化

サービス分科会による課題
の対応パッケージの作成

豊能町における自治体・住民
ヒアリングによるフィールド
の知見習得

運用ガイドサンプルによる自
治体の作業効率の向上（ス
マートシティリファレンスガイ
ドベース）
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「スマートシティ何から始めるか？」「IT
人材の不足」「予算の不足」を根本から
解決を目指します。

みんなで協力してスマートシティを作る協議会（実践編） スマートシティで困っている自治体への支援

CSPFC（代表理事 OZ1江川）

見守り

ヘルスケア

子育て

買物支援

デジタル教育

観光

地域経済

モビリティ

分野毎のリーダーによる分科会

正
会
員
（ま
た
は
正
会
員
指
定
企
業
）

一般会員
I＆H株式会社
アイサンテクノロジー株式会社
アイテック阪急阪神株式会社
株式会社アーティフィス
株式会社アスコエパートナーズ
株式会社アクリート
株式会社Andeco
EMC Healthcare株式会社
イッツ・コミュニケーションズ株式会社
Intertrust Technologies Corporation
MS&ADインターリスク総研株式会社
株式会社ウエル医療介護総合センター
株式会社おてつたび
株式会社Green Bioanalytics
小林製薬株式会社
株式会社CI
スクールエージェント株式会社
有限会社スパーク
SWAT Mobility Japan 株式会社
セイコーソリューションズ株式会社
TMI総合法律事務所
株式会社TRUSTDOCK
株式会社帝国データバンク
株式会社データワイズ
株式会社テクノガウス
一般社団法人とよのていねい
トレンドマイクロ株式会社
NoCode Japan 株式会社
Digital Platformer株式会社
株式会社電通 関西支社
株式会社電通国際情報サービス
株式会社日立社会情報サービス
株式会社ビットキー
株式会社ビューティー ヘルス ラボ マリア
株式会社Future
三井情報株式会社
株式会社ミマモルメ
MOVETEX株式会社
モビリス・コンサルティング株式会社
株式会社りそな銀行
株式会社Robot Consulting
株式会社Y4 .com
・
・ 各企業におけるサービス提供

賛助会員＆アドバイザー

大阪スマートシティパートナー
ズフォーラム
特定非営利活動法人 Code 
for OSAKA

大阪府豊能町
大阪府摂津市
福井県

インフラ

デジタル行政

防災

2022年6月1日現在

当初10団体

現在50団体

毎週木曜日10時
2時間定例会

非常に活発な議論
個別での分科会も活発

（競合企業も連携）



CSPFを社会実装へ



CSPFを社会実装へ



CSPFを社会実装へ



スマートシティの基礎となるデジタルツール

エストニア類似の環境が利用可能になります



スマートシティの基礎となるデジタルツール



スマートシティの基礎となるデジタルツール



デジタル進化が続くエストニア



エストニアってどんな国？



エストニアはブロック
チェーン技術を政府登録情
報の整合性検証に使用。
ブロックチェーンに

データが保存されている
わけではありません。

ブロックチェーンの先駆者

エストニアはブロックチェーン技術を生産シス
テムに世界で初めて導入した国。（2012年）

KSI blockchain ≠ Bitcoin
(ブロックチェーン≠ビットコイン)



ブロックチェーン

+ e-Health(電子健康制度）

+ 不動産登記

+ ビジネス登記

+ 後継者登記

+ e-Court(電子法廷制度）

+ 監視・追跡情報システム

+ 政府公報

+ 政府公式発表

整合性の守護

ブロックチェーンをお金に使うのではなく
データ/情報の真正性に使ってます

Web３を実践している国



なぜエストニアはデジタルなのか？

国が乗っ取られても、デジタルで国民が繋がり続けることを選んだ国エストニア
危機意識から生まれた色々なテクノロジー



日本の20年先をいくエストニアのデジタルサービス（電子国家エストニア年表）



日本の20年先をいくエストニアのデジタルサービス（電子国家エストニア年表）



• 行政サービスはリモートワーク
で役所は2名くらい常駐



教育

• 最も賢い子供達を育む学校制度

• OECD加盟国内でのPISA国際学力テスト欧州第１位

• ICT教育を幼児教育課程から導入

• 全ての生徒がデジタル社会に対応した能力を習得

• 学ぶ側も教える側もデジタルが原則

• 生徒が生徒を教えるエコシステムも



中華圏

OECDのPISAテストでのエストニアの位置づけ

5位

15位

詰め込み型

自立学習型

集団均等型

個別最適を目指す
GIGAスクール



データ連携をしたことで、独自のサービス文化が根付いており、スタートアップも盛んに支援されます。
（大学発ベンチャーもいっぱい、福井でも大学生が起業し希望ある場所に）

ケンタッキーも
自動運転で販売

大学構内は
自動運転バス

20年デジタル化した社会は子供たちがチャレンジできる社会に



改めて日本のデジタル化に向けて

エストニアの教育は、すぐには日本で出来ないがノーコードを活用したサービス開発で対応

慣れれば１～２週間程度の作業（最短１日）

サービスアプリをパワーポイントの作成感覚で実現が可能



とよのんコンシェルジュ

24

企業のサービス、住民アンケート、自治体が求める機能をすべてNoCodeで表現
（見栄えはデザイナー入れれば、よりクオリティが高まります）

重要なのはまず始める！ （アジャイルで即時調整）

スマートシティは
自転車と同じ

乗れるように練習

乗れると大変便利



スマートシティはテクノロジーだけではない

一般社団法人コンパクトスマートシティプラットフォーム協議会では、スマートシティの維持にも貢献



スマートシティはテクノロジーだけではない

CSPFCは技術以外にも個人情報保護・プライバシー・セキュリティ対策

それぞれ数千万円近くかかるものもCSPFCで集中管理することで皆さんのコスト低減にも



CSPFCが目指す世界

最新技術よりも、今あるサービスを
まずは使えるようにしたい。

人の生活にデジタルが寄り添うスマートシティを目指します。

ご清聴ありがとうございました。


